
貸 借 対 照 表
(平成24年３月31日現在)

(単位 千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 3,595,285 流 動 負 債 2,283,528

現 金 及 び 預 金 1,306,826 支 払 手 形 737,259

受 取 手 形 571,701 買 掛 金 169,215

売 掛 金 921,569 短 期 借 入 金 1,082,085

仕 掛 品 499,460 未 払 金 61,683

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 248,470 未 払 費 用 52,793

前 払 費 用 12,676 未 払 法 人 税 等 7,127

繰 延 税 金 資 産 25,460 前 受 金 74,252

そ の 他 9,119 預 り 金 8,275

固 定 資 産 3,045,910 賞 与 引 当 金 67,977

有形固定資産 2,425,569 設 備 関 係 支 払 手 形 14,090

建 物 1,683,962 そ の 他 8,768

機 械 及 び 装 置 77,575 固 定 負 債 2,860,837

車 両 運 搬 具 245 長 期 借 入 金 2,003,350

工 具 器 具 備 品 32,142 繰 延 税 金 負 債 48,726

土 地 631,643 退 職 給 付 引 当 金 422,377

無形固定資産 1,070 役員退職慰労引当金 127,345

そ の 他 1,070 長 期 預 り 保 証 金 258,891

投 資 そ の 他 の 資 産 619,270 そ の 他 147

投 資 有 価 証 券 239,560 負 債 合 計 5,144,366

長 期 貸 付 金 67,130 ( 純 資 産 の 部 )

破 産 更 生 債 権 等 9,253 株 主 資 本 1,408,683

長 期 定 期 預 金 100,000 資 本 金 785,000

そ の 他 212,579 資 本 剰 余 金 303,930

貸 倒 引 当 金 △9,253 資 本 準 備 金 303,930

利 益 剰 余 金 326,648

そ の 他 利 益 剰 余 金 326,648

繰 越 利 益 剰 余 金 326,648

自 己 株 式 △6,896

評価・換算差額等 88,146

その他有価証券評価差額金 88,146

純 資 産 合 計 1,496,829

資 産 合 計 6,641,195 負債及び純資産合計 6,641,195



損 益 計 算 書

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

(単位 千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,297,402

売 上 原 価 3,785,036

売 上 総 利 益 512,365

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 641,619

営 業 損 失 129,253

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,956

助 成 金 収 入 18,404

そ の 他 38,264 63,625

営 業 外 費 用

支 払 利 息 50,889

そ の 他 8,906 59,796

経 常 損 失 125,424

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,488 2,488

税 引 前 当 期 純 損 失 127,913

法人税、住民税及び事業税 4,757

法 人 税 等 調 整 額 37,934 42,691

当 期 純 損 失 170,605



株主資本等変動計算書

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

(単位 千円)

項 目

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成23年４月１日残高 785,000 303,930 530,792 △6,791 1,612,931

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △33,538 △33,538

当 期 純 損 失 △170,605 △170,605

自 己 株 式 の 取 得 △105 △105

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 △204,143 △105 △204,248

平成24年３月31日残高 785,000 303,930 326,648 △6,896 1,408,683

(単位 千円)

項 目
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

平成23年４月１日残高 76,980 1,689,911

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △33,538

当 期 純 損 失 △170,605

自 己 株 式 の 取 得 △105

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

11,166 11,166

事業年度中の変動額合計 11,166 △193,082

平成24年３月31日残高 88,146 1,496,829



個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

　(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）によっております。

仕 掛 品……個別法

原材料、貯蔵品……移動平均法

２．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産……定率法

ただし、建物（附属設備を除く）については定額法によ

っております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ７年～50年

機械及び装置 ２年～12年

無 形 固 定 資 産……定額法



３．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

賞 与 引 当 金……従業員に対して支給する賞与に充てるため会社が算定し

た当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において

発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（231,596千円）については、

15年による按分額を費用処理しております。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当

事業年度末要支給額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５．追加情報

当事業年度の期首以降に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12

月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。



(貸借対照表に関する注記)

１．担保に供している資産

　 有形固定資産のうち下記資産は工場財団として担保に供しております。

建物 492,513千円

機械及び装置 14,258千円

土地 52千円

合計 506,824千円

　 担保に係る債務の金額

短期借入金 1,082,085千円

長期借入金 2,003,350千円

被保証債務 120,050千円

合計 3,205,485千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,286,949千円

３．関係会社に対する金銭債権

　 短期金銭債権 912千円

４．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期

末残高に含まれております。

受取手形 80,476千円

支払手形 184,002千円

設備関係支払手形 2,215千円

(損益計算書に関する注記)

１．関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

　 売上高 4,336千円

２．期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産評価

　 損が売上原価に含まれております。なお、以下の金額は戻入額と相殺した後のも

　 のです。

　 49,276千円



(株主資本等変動計算書に関する注記)

１．当事業年度末日における発行済株式の数 普通株式 11,200,000株

２．当事業年度末日における自己株式の数 普通株式 21,590株

３．剰余金の配当に関する事項

　(1) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 33,538千円 ３円 平成23年３月31日 平成23年６月30日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度とな

るもの

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 22,356千円 2円 平成24年３月31日 平成24年６月29日

　 なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。



(税効果会計に関する注記)

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、次のとおりであります。

繰延税金資産

　 退職給付引当金 160,503千円

　 役員退職慰労引当金 48,391千円

　 賞与引当金 25,831千円
　 棚卸資産評価損

　 研究開発費

95,991千円

24,383千円
　 減価償却費 15,877千円

　 その他 8,432千円

繰延税金資産小計 379,411千円

評価性引当額 △353,951千円

繰延税金資産合計 25,460千円

繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 △48,726千円

繰延税金負債合計 △48,726千円

差引繰延税金資産の純額 △23,266千円



(リースにより使用する固定資産に関する注記)

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については引き続

き通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額
(千円)

減価償却累計額相当額
(千円)

期末残高相当額
(千円)

機 械 及 び 装 置 265,715 224,911 40,803

工具器具及び備品ほか 30,611 26,257 4,354

合 計 296,326 251,169 45,157

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 36,517千円

１年超 13,391千円

合計 49,909千円

３．当事業年度の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 57,672千円

減価償却費相当額 50,470千円

支払利息相当額 3,003千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。



(金融商品に関する注記)

１．金融商品の状況に関する事項

　当社は資金運用については主に短期的な預金等に、資金調達については銀行等金

融機関からの借入によっております。

　投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っ

ております。

　借入金の使途は主に運転資金及び設備投資資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日(当事業年度の決算日)における貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1)現金及び預金 1,306,826 1,306,826 ―

(2)受取手形及び売掛金 1,493,271 1,493,271 ―

(3)投資有価証券
その他有価証券

239,060 239,060 ―

(4)長期定期預金 100,000 100,648 648

(5)支払手形、設備関係
支払手形及び買掛金

(920,564) (920,564) ―

(6)短期借入金 (304,000) (304,000) ―

(7)長期借入金 (2,781,435) (2,794,369) 12,934

負債に計上されているものについては、( )で表示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事

項

(1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。



(3) 投資有価証券 その他有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 長期定期預金

長期定期預金の時価の算定について、元利金の合計額を同様の新規預入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

(5) 支払手形、設備関係支払手形及び買掛金、並びに(6)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

なお、貸借対照表上の短期借入金に含まれている一年内返済予定の長期借入

金については、長期借入金に合算して表示しております。

(7)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入及び新規発

行を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。

(注2) 非上場株式(貸借対照表計上額500千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認

められるため、(3)投資有価証券 その他有価証券には含めておりません。

(注3) 長期預り保証金(貸借対照表計上額258,891千円)は、入居者の退去時期が明

らかではないことから、将来キャッシュ・フローの現在価値を見積ることが極

めて困難と認められるため、時価開示を省略しております。



(賃貸等不動産に関する注記)

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、東京都において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む。)を有しておりま

す。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円）

1,583,883 11,720,000

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

(注2) 当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ

く金額であります。

(持分法損益等に関する注記)

　該当事項はありません。

(関連当事者との取引に関する注記)

　役員及び主要株主等

属性 氏名
議決権等の

被所有割合

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

(千円)

役員及びその

近親者
宇野澤 虎雄 直接20.7％

当社代表

取締役社長

債務被保証

当社銀行借入

に対する債務

被保証（注）

1,029,715 ─ ─

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）当社は銀行借入に対して代表取締役社長宇野澤虎雄より債務保証を受けて

おります。なお、保証料の支払は行っておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

　 １株当たり純資産額 133円 90銭

　 １株当たり当期純損失 15円 26銭


